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はじめに
　2019年にはトランスジェンダーや多様なジェンダーの人たちのHIV感染リスク

は、他の成人集団より13倍も高くなっています。トランスジェンダーの人た
ちは、他の人たちよりHIVサービスを利用しづらい状態に置かれているのです（1）。

　トランスジェンダーおよびジェンダーダイバーシティ（ジェンダーの多様性）という用語は、性自認が出生時に割り当てられた性別と異なる人たち

について、幅広く性自認を説明するために使われています。性自認はスペクトラム（連続性）の上に存在し、すべての人が自分は完全に男性または

完全に女性であると認識しているわけではありません。ノンバイナリー（男女の性別には当てはまらない）という人もいるのです。また、さまざまな

文化の中で、「ノンバイナリーの性表現、性自認」だけでなく、出生時に割り当てられた性別とは異なる性自認や性表現を説明するための用語が、

他にも数多くあります。トランスフォビアとは、トランスジェンダーおよび多様なジェンダーの人たちに対し、実際の性自認や性表現、あるいは他者

からみなされた性自認や性表現に基づいて示される偏見のことです（2、3）。

　トランスジェンダーおよび多様なジェン

ダーの人たちは、厳しいスティグマと差

別、暴力を経験しています。そうしたスティ

グマ、差別、暴力には、構造的なもの（例え

ば法律や政策での明示、制度的な慣行）

も、社会的なもの（例えば拒絶、虐待、社会

的排除、あるいはジェンダー認識の欠如）

もあります。どちらも、HIVの予防・検査・

治療・ケア・支援のサービス、およびジェン

ダーアファーミングケア（性自認を尊重す

るケア）を含む性と生殖に関する健康サー

ビスの利用可能性や実際の利用を妨げて

いるのです（4）。

　スティグマと差別、暴力は、家庭やコミュ

ニティで人びとが安全に保護される環境

を損なうおそれがあります。また、教育、雇

用、社会福祉の確保を妨げる障壁にもなり

ます。性自認に基づくスティグマと差別は、

心身の障害、民族、人種、HIV感染、薬物

使用、セックスワーク、社会経済的地位な

どによる差別と結びつき、影響しあうこと

もよくあります。

　トランスジェンダーなど多様
なジェンダーの人たちを犯罪
者とみなすことは、この人たち
に対する他の懲罰的な法律や
法執行、政策と同様に、広範
囲に影響が及んでいます。こ
うした法律は、スティグマ、差
別、ヘイトクライム、警察官に
よる迫害、拷問、虐待、家庭内
やコミュニティ内での暴力を
温存させることにもなります

（5–8）。



データ

　スティグマ、差別、犯罪化は複合して、トランスジェンダーの人たち、多様なジェンダーの人たちを社会から見えにく

くし、極端なかたちの差別を伴って、この人たちの存在を否定することになります。トランスジェンダーの人たちや多

様なジェンダーの人たちとその健康に関するデータが大きく欠けているのはこのためです。

　2019年の成人（15-49歳）のHIV感染リスクは、トランスジェンダーの人たちのほう

が他の人たちより

13倍も高く
なっています（1）。そして、成人女性（15〜49歳）のHIV陽性率は、トランスジェンダーの

女性のほうが他の女性よりも19倍も高いのです（12）。

　トランスジェンダー女性の40％がHIV

陽性というところもあります（13）。 2010

年と2019年を比較すると、女性全体の

HIV感染率は23％減少しているのに、ト

ランスジェンダーの女性の感染率は減っ

ていません（13）。

　トランスジェンダーの人たちに対する暴力は極めて多く、しかも広範囲に及んでいます

（5、7、8、16）。サハラ以南のアフリカの8カ国で行われた調査では、調査対象となったトラ

ンスジェンダー女性の33%が、人生のある時点で身体的な攻撃を受けたと答え、28％がレ

イプされ、27％が恐怖心から保健医療サービスを利用できないと述べています（17）。

　ここ数年、UNAIDSにデータを報告している13カ国のうち

6カ国では、複数のHIV予防サービスにアクセスできたと答え

ているトランスジェンダー女性は半数に達していません（12）。

　世界全体でみると、トランスジェンダーの人たちのうち、自らの

HIV感染を知っている人の割合は3分の2程度にとどまっていま

す（12）。

　6カ国の人口調査では、トランスジェ

ンダーの可能性がある人は人口の0.4-

1.3%と推定されています（14、15）。

　2019年には32カ国が、性自認ま
たは性表現を理由にして、公式に人びと

を犯罪者とみなす、も

しくは起訴している、

とUNAIDSに報告し

ています（1）。

　「2019年にデータを

UNAIDSに報告した5か

国では、トランスジェンダー

の人たちのうち、直近の性交

（アナルセックスを含む）で

コンドームを使用したと報告

している人は18.6-83.8%

でした」（18）。



人権を健康上の成果につなげる

　スティグマが保健医療と健康状

態に深刻な影響を与えることは分

かっています（19）。

　最近数年間にUNAIDSが報告を受けたデータによると、スティグマと差別のためにHIV

検査を避けるトランスジェンダーの人たちの割合は47-73%でした（18）。また、これまで

の研究では、保健医療の場でスティグマを経験したトランスジェンダーの人たちが、医療を

避ける可能性は、スティグマを経験していないトランスジェンダーの人たちより3倍高く

なっています（20）。

　トランスジェンダーの人たちは、治療を

受け、ケアを続けることを強く妨げてい

るのはスティグマであると答えています

（21）。

　身分証明書の性別変更

を認める法改正について、

その影響を調べた研究によ

ると、スティグマや差別を受けたと報告す

るトランスジェンダー女性の割合は、法律

が改正されたことで約80%から30％前

後に減少しました。法改正以前には、イン

タビューを受けたトランスジェンダー女性

の48.8%が、スティグマのために教育を

あきらめなければならなかったと報告して

いました。改正後は4％に減少しています

（24）。

　スティグマと差別は、トランスジェンダー

の人たちのメンタルヘルスに深刻な影響を

及ぼしており、その結果、HIVに対する脆

弱性を高め、ケアを受けるのを妨げている

ことが分かっています（22、23）。

　警察による暴力を経験したトランスジェンダー女性は、医療を受けなくな

る可能性が他のトランスジェンダー女性の2倍も高いという研究もあります

（20）。

　スティグマや差別を経験していると報告するトランスジェンダーの人た
ちの割合が10％未満になる。

　虐待や差別を報告し、救済を求めるメカニズムが利用できないトランス
ジェンダーの人たちの割合が10％未満になる。

　法的なサービスを利用できないトランスジェンダーの人たちの割合が
10％未満になる。

　トランスジェンダーの人たちに対し、否定的な態度を示す医療従事者と
法執行官が10％未満になる。
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国際的な人権に関する義務、基準、
および勧告

　トランスジェンダーの人たち、および多様なジェンダーの人たちには、保健

医療へのアクセスを含め、性自認に基づく差別から守られる権利があります

（25）。そのためには、性自認に基づいて人びとを犯罪者として扱う法律は撤廃し

なければなりません（26）。国連12機関は、医療現場におけるHIV関連の差別の

撤廃を求めています（27）。

　国には、トランスジェンダーの人たち、お

よび多様なジェンダーの人たちが差別を受

けることなく、他の人と平等に人権を享受で

きるよう保障する義務があります。また、暴

力や拷問、虐待から守られるようにする義

務があり、法執行官がこうした義務を理解

するための研修を行う必要もあります（28-

30）。

　HIV対策がトランスジェンダーの人たち

や多様なジェンダーの人たちのニーズを満

たし、同時に対象となる人たちを暴力や差

別から守れるようにするため、国は当該コ

ミュニティを傷つけたり危険に曝したりす

ることがないよう十分な配慮をしつつ、収

集されたデータが性自認および性の多様

性にかかわりのある項目にしたがって分

類できるようにしなければなりません。（8、

9、22、31）。

　ホルモン治療や性別

適合手術を含むジェン

ダーアファーミングケア

（性自認を尊重するケ

ア）は、それを受ける人

が自ら選択するのなら、トランスジェンダー

の人たち、多様なジェンダーの人たちが、

自分自身を表現し、自ら望む性のあり方

を認識する助けになります。トランスジェ

ンダーの人たち、多様なジェンダーの人

たちが自ら選択する場合には、質の高い

ジェンダーアファーミングケアとその情報

が利用できるようにしなければなりません

（33–35）。

　国には、トランスジェンダーの人たち、

多様なジェンダーの人たちに対し、利用し

やすく、受け入れ可能な方法でHIVサー

ビスを提供する義務があります。そのため

には、スティグマを生み出さず、差別のな

いサービスを提供できるようにすること、

HIVサービスをトランスジェンダーの人た

ち、多様なジェンダーの人たちに必要な幅

広いサービスと統合していくことが大切で

す。HIV陽性者、トランスジェンダーの人た

ち、多様なジェンダーの人たちを含むキー

ポピュレーションに対しては、HIVサービ

スとあわせてメンタルヘルスサービスを利

用できるようにする必要があります（22、

32）。

　国際人権法のもとで国家には、個人の性自認について、ノンバイナリー（自分の性別認識が男女どちらにも当

てはまらない）の人たちも含め、法的承認を、手術など人権侵害のおそれのある追加要件なしに、提供する義務が

あります。（35–37）。トランスジェンダーの人たち、多様なジェンダーの人たち主導の組織は、自らのコミュニティ

のためのHIVサービスに関し、企画、実施、モニタリングに中心的な役割を担って関与すべきです（38）。



詳しくは以下で

　この政策解説は、性自認と人権、HIVに関する参考資料としてUNAIDSが作成しました。対象課題に関連する提言と方針が網羅されているわけ

ではありません。 詳細については上記の主要情報源を参照してください。




